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研究成果の概要（和文）：本研究は、自然と農業が対立的ではなく、協調調和型に展開してい

くあり方を「自然共生型農業」と設定し、その具体像を有機農業の発展形態としての「成熟期有

機農業」の実態のなかに求めようとするものであった。本研究はこの課題に対して4つの研究チ

ーム毎に調査研究を実施した。その成果は、2012年3月4日最終報告会「明日を拓く有機農業の今

～3年間の共同研究を振り返って～」（立教大学11号館Ａ301号室）において、分担者だけでなく

一般参加者によっても広く共有された。 

 
研究成果の概要（英文）：The resaearch hypothesizes that agriculturte and nature are not in 
antagonism each other but can be cooperative and in harmony; that is, a concrete figure of 
developed organic agriculture is seeked in organic agriculture at the mature stage. 
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１．研究開始当初の背景 
農業と環境に関する政策論のこれまでは、

環境負荷削減を主内容とした環境保全型農

業の推進がこの領域の基本的な政策論とさ

れてきた。しかし、そこでの政策論の枠組み

においては、究極的には農業生産の向上と環

境保全はトレードオフ関係から免れきれず、

人類の膨大なる生産・生活活動の展開の下で

は、破綻を先送りするだけで、問題の根本的

解決を作り得ないことが明らかになってき

た。そこで問われていることは、単なる負荷

削減ではなく、農業生産の展開が、それ自体、

環境保全を超えて環境浄化に繋がり、また、

自然との関係では、農業生産が、それ自体、

機関番号：１２１０１ 

研究種目：基盤研究（B) 

研究期間：2009 ～ 2011 

課題番号：２１３８０１３４ 

研究課題名（和文） 自然共生型農業への転換・移行に関する研究－「成熟期有機農業」を素

材として                      

研究課題名（英文） Research on conversion to agriculture that can coexsit with nature; 

Organic agricuture at the maturity stage as a research subject. 

研究代表者 

中島 紀一 （KIICHI Nakajima） 

茨城大学・農学部・教授 

 研究者番号：50015848 



 

 

自然共生型の営みになっていくための基本

的農業論と政策論の構築準備であろう。 

政策方向は、端的にいえば自然共生型農業

ということになるが、そうした方向は理念的

には理想的だが、実体的には空論に近いとい

うのがこれまでの大方の理解だった。しかし、

農業に関する諸潮流を仔細に検討してみる

と、すでに実体的にその道を拓いてきた取り

組み群があることを知ることができる。すな

わち、60年余の蓄積を有している有機農業＝

自然農法の取り組みである。 

有機農業＝自然農法の農業実践において

は、外部資材等の投入削減が、圃場生態系や

地域自然との良好な関係性の形成を促し、環

境浄化・自然共生の線上での本来的生産力が

図られるという真に注目すべき世界が作ら

れ始めている。そのような有機農業の展開を

我々は「成熟期有機農業（自然農法）」と位

置付けているが、そこでは、圃場生態系の活

性化によって安定した農業生産が実現し、投

入は自然循環の範囲内での低投入、あるいは

無投入、で済まされ、有機農業が展開するこ

とによって、地域の二次的自然は保全され、

さらには豊かに育てられるという関係が創

られている。このような圃場生態系の活性化

は環境論的には浄化プロセスであるが、それ

が同時に生産プロセスとしても機能し、さら

には二次的な自然形成のプロセスともなっ

ているのである。有機農業のこうした到達点

は、政策論的概念としての自然共生型農業と

ほぼ同義であると考えられる。 

有機農業（自然農法も含む）については、

2006 年 12 月に「有機農業推進法」が議員立

法によって制定された。この法律では有機農

業には優れた公共性があると認め、その認識

を踏まえてその推進、普及が必要だと定めた。

そこで指摘された公共性は（１）有機農業は

農業が本来もっている自然循環性の促進を

基礎にした営みだと言うこと、（２）国民が

求める良い食べものを産み出す営みだと言

うこと、の 2点である。 

推進法下での有機農業政策論研究におい

ては、こうした有機農業の公共性について、

実体論としても、理念論としても、しっかり

と基礎付け、多彩な具体化を図っていくこと

が強く求められている。そこでは、上述した

有機農業における自然形成論、それを軸とし

た地域の内発的発展論、さらには健全な食を

実現していく社会論等への広がりについて、

原理論と政策論の両面からの解明が必要と

なっていると考えられる。 

本研究では上記前段で述べた農業環境政

策論に関する新しいアプローチを意図する

と同時に、後段で述べた有機農業推進に係わ

る現実的政策論構築への基礎的作業を意図

している。 

 
２．研究の目的 
研究期間内での主な達成目標は次の通り

である。 

（１）農業環境政策に関する新しいアプロー

チとして、IPCC等の環境と人類の生活行動と

の関係についての国際的政策動向を踏まえ

て、自然共生型農業、すなわち環境保全と営

農活動とがトレードオフでない、双補的・相

乗的関係として構想し得る政策論の枠組み

を構築する。 

（２）有機農業・自然農法にも諸潮流に関し

て、各地に展開する実践事例を調査しその到

達点に関する全体像を整理する。 

（３）有機農業の技術展開について、「転換

期有機農業」（慣行栽培からの転換期）→「発

展期有機農業」（有機農業としての安定発展

期）→「成熟期有機農業」（有機農業の成熟

期）の 3段階に区分されるという仮説を設定



 

 

し、「成熟期有機農業」を自然共生型農業の

典型的あり方と位置付け、代表的モデル事例

を詳細に比較研究することによって、この仮

説を実証しその展開構造を解明していく。 

（４）広義の有機農業には 1971 年日本有機

農業研究会設立を機に展開してきた「有機農

業」と 1930 年代に岡田茂吉、福岡正信らが

提唱し始めた「自然農法」の 2 潮流がある。

本研究では、両潮流の全体を視野に納めて、

日本における有機農業・自然農法の歴史的展

開と理論的蓄積について整理する。 

（５）国際的には有機農業は「オーガニック

ビジネス」の潮流と「自然共生型有機農業」

の潮流が錯綜した状況下にある。本研究では、

21 世紀に入る頃から再び活性化してきた「自

然共生型有機農業」の国際的新動向を把握し、

日本における有機農業政策論との交流を図

る。 

 
３．研究の方法 
本研究は 3ヶ年の計画で推進される。初年

度は課題の確認とデータの発掘と集積、2 年

度はデータの集積と仮説の集団的吟味、3 年

度は集積したデータの整理と政策構築を想

定している。 

本研究の推進・実施体制は、社会・人文科

学系研究者を主体としながら、それに自然科

学系研究者も加え、研究課題に対して文理融

合的に総合的アプローチをしていく点に特

色がある。そこで全体を 4つの小テーマに区

分し、それぞれに推進チームを設定して、個

別の研究推進を図り、さらに各チームの相互

乗り入れ、相互連携を積極的に進め、研究を

全体的に推進していく。 

4 つの小テーマ：展開事例研究、技術論研

究、歴史・理論研究、国際比較研究 

（１）研究小チームが追求する具体的課題 

①展開事例研究 

日本有機農業学会による協働調査の実績

を踏まえて全国約 30 事例について、その展

開過程と展開論理について詳細調査を実施

する。 

②技術論研究 

＜展開事例研究＞での調査事例等を踏ま

えて「稲作」「畑作」「野菜作」「果樹作」「畜

産」についての技術構成、技術展開、問題点

と課題の摘出等を行う。また、圃場−作物系

の栽培生態学的調査分析も併せて実施し、有

機農業展開の技術内容を実証していく。 

③歴史・理論研究 

「有機農業」「自然農法」の内容的連関性

の解明を中心に、関係者のヒアリング、文献

発掘、関係者との公開検討会の開催などに取

り組む。 

④国際比較研究 

オーガニックビジネスの主導性が強かっ

た 1990 年代と対比しつつ自然共生志向の有

機農業が再び活性化してきた 21 世紀初頭の

国際動向を主にアジア地域を対象に把握し

ていく。 

（２）年次別研究計画 

①平成 21年度（初年度） 

各チームでの現地調査等を先行させつつ、

適時に仮説と現地事例等の相互性を詳細に

検討し、研究チームの機動的連携構築に留意

し、研究課題や方法仮説についての深化的検

討を進める。研究チームによる立ち上げ研究

会（６月）、研究チームと外部関係者との合

同研究集会（11 月）を開催する。 

②22年度（第 2 年度） 

初年度の成果を踏まえて、現地調査、デー

タ収集の本格的展開を図る。また、4 つの研

究小チームの研究内容の相互検討を進め、方

法論的基本仮説（有機農業発展の 3 段階）の

検証と自然共生型農業論の実体的構築につ

いての総合的検討に着手する。 



 

 

③23年度（第 3 年度） 

2 年度にわたる実証的研究の成果を取りま

とめつつ、全体テーマである自然共生型農業

への転換・移行についての政策論的検討に取

り組み、政策提言を取りまとめる。成果を社

会に提起し、社会との双方向的対話を果たす

ための公開シンポジウム等を開催する。また、

研究成果の出版準備を終える。 

 
４．研究成果 

（１）得られた知見 

本研究は、自然と農業が対立的ではなく、

協調調和型に展開していくあり方を「自然共

生型農業」と設定し、その具体像を有機農業

の発展形態としての「成熟期有機農業」の実

態のなかに求めようとするものであった。そ

の成果は、2012年3月4日最終報告会「明日を

拓く有機農業の今～3年間の共同研究を振り

返って～」（立教大学11号館Ａ301号室）にお

いて、分担者だけでなく一般参加者によって

も広く共有された。 

 最終報告会で承認された各チームの具体的

な成果は以下の通りである。 

①技術論研究： 「成熟期有機農業」「自然

共生型農業への転換・移行」をキイコンセプ

トとして研究が進められ、有機農業は「近代

農業からの転換期」→「有機農業としての発

展期」→「有機農業としての成熟期」という

展開プロセスがあることを明らかにした。 

②展開事例研究：「地域に広がる有機農業

」をキイコンセプトとして研究を進めること

で、地域において有機農業がもつ積極的な意

義を実証的かつ理論的に明らかにした。 

③国際比較研究：欧米で展開しているＣＳ

Ａの取り組みが日本での有機農業における「

地域に広がる有機農業」と重なる動きである

ことを実証した。 

それによって、有機農業には私的性だけで

はなく「共益性」や「公共性」があることが

見えてきた。 

④歴史・理論研究：有機農業運動の歩みを

1930年代から始まった息の長い草の根の農業

運動の歩みとして捉え直すことによって、日

本農業史の対抗的展開の正面に位置づく取り

組みとしての視野が拓かれた。 

（２）今後に向けて 

 本研究の特徴は、共同研究という方法にあ

った。今後の日本の有機農業研究では、こう

した本研究の 

①現場に寄り添う・現場に学ぶ・現場と連

携するという研究者のあり方 

②自然科学と社会科学が連携し地域と暮

らしに根ざした総合研究の推進 

③社会的自然的な視野の広さ 

④過去・現在・未来を見つめる歴史的展開

の視点の重視 

⑤グローバル化の現実を直視し国際的な

動向を的確に把握し、各国・各地域の取り組

みに学び連携していく姿勢 

等の学風を活かし、より発展させたい。 
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